
認知症施策推進基本計画とあいちオレンジタウン推進計画の比較 

 

 

 
県 計 画 【あいちオレンジタウン推進計画】 国 計 画 【認知症施策推進基本計画】 

期間 ３年 （ 2024 年度 ～ ２０２６年度 ） ５年 （ 2024 年１２月 ～ 2029 年度 ） 

根拠 認知症基本法 第１２条１項（努力規定） 県認知症施策推進条例 第９条１項 認知症基本法 第１１条第１項（義務規定） 

計 

画 

骨 

子 

５つの基本施策で構成 

   １. 普及啓発・本人発信 

  ２． 予防 

  ３． 医療、ケア、介護サービス、介護者への支援 

  ４． 認知症バリアフリーの推進、若年性認知症の人への支援、 

社会参加支援、災害時における支援 

  ５． 研究成果の社会実装 

１２の基本施策で構成 

1. 認知症の人に関する国民の理解の増進  

   ２．認知症の人の生活におけるバリアフリー化の推進 

   ３．認知症の人の社会参加の機会の確保等  

   ４．認知症の人の意思決定の支援及び権利利益の保護 

   ５．保健医療ｻｰﾋﾞｽ及び福祉ｻｰﾋﾞｽの提供体制の整備等 

   ６．相談体制の整備  

   ７．研究等の推進 

   ８．認知症の予防 

   ９．認知症施策の策定に必要な調査の実施  

  １０．多様な主体の連 携 

  １１．地方公共団体に関する支援 

  １２．国 際 協力  
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１．普及啓発・本人発進支援  

  【認知症の理解促進】 

      ○認知症サポーターの養成等、認知症月間（９月）の普及促進 
      ○あいち認知症パートナー企業・大学の登録促進 等 

  【相談先の周知】 

      ○ポータルサイト等を活用した周知 

  【本人発信支援の推進】 

      ○認知症希望大使と協働した認知症への理解促進 等 

 

２．予防  

   ○地域包括支援センター職員への研修、通いの場フォーラムの実施 
      ○高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の取組の支援  等 

 

３．医療、ケア、介護サービス、介護者への支援  

  【早期発見・早期対応・医療体制の整備】 

    ○認知症地域支援推進員や初期集中チーム等の連携促進の研修の実施 
○認知症疾患医療センター間や他機関との連携・情報共有の促進 等 

  【医療従事者等の認知症対応力向上の促進】 

      ○認知症サポート医の養成研修、フォローアップ研修の実施 

  【介護人材確保、介護従事者等の認知症対応力向上の促進】 

○認知症介護指導者等養成研修、介護職員等向け技能向上研修の実施  

  【介護手法の普及等】 

      ○認知症介護研究・研修センターでの研究やケア手法の普及等を支援  

  【認知症の人の介護者の負担軽減の促進】 

      ○家族交流会の開催を支援、在宅介護に役立つ手引き等の作成 等 

 

４．認知症バリアフリーの推進、若年性認知症の人への支援、 

社会参加支援、災害時における支援 

  【認知症バリアフリーの推進】 

○認知症の人にやさしい企業サポーターONE アクション研修の普及 
      ○市民後見啓発セミナー等を通じ、市民後見人等の養成  等 

  【若年性認知症の人への支援】 

      ○産業医への若年性認知症支援に関する研修、企業の理解促進 
○若年性認知症総合支援センターの体制強化 等 

  【社会参加支援】 

○認知症の人に社会参加の場を提供し、認知症の人への理解促進 

  【災害時における支援】 

      ○災害時を想定した在宅における介護に関する手引きの作成 

 

５．研究成果の社会実装  

   ○あいちデジタルヘルスプロジェクトの推進 
      ○認知機能低下リスク判定チェックリストの市町村における活用促進 

 

 

７．研究等の推進 

 

２．認知症の人の生活におけるバリアフリー化の推進 

 

３．認知症の人の社会参加の機会の確保等 

 

４．認知症の人の意思決定の支援及び権利利益の保護 

 

６．相談体制の整備 

 

５．保健医療ｻｰﾋﾞｽ及び福祉ｻｰﾋﾞｽの提供体制の整備等 

 

６．相談体制の整備 

 

８．認知症の予防 

 

1.認知症の人に関する国民の理解の増進 

３．認知症の人の社会参加の機会の確保等 

 

９～１２は、国固有施策
のため県計画該当なし 

１．普及啓発・本人発進支援 

2 ． 予 防  

3．医療、ケア、介護サービス、介護者への支援  

４．認知症バリアフリーの推進、若年性認知症の人への支援、

社会参加支援、災害時における支援  

5．研究成果の社会実装  

○認知症サポーターの養成の推進 
○認知症に関する普及啓発イベントの全国実施 

○地域の企業や公共機関等での認知症バリアフリーの取組推進 
○災害時でも可能な限り自立した日常生活ができる取組の推進 

○認知症希望大使など認知症の人の声が発信される機会の促進 
○認知症の人の場広い居場所づくり、社会参加機会の確保 
○若年性認知症に人等の就労に関する事業主に対する啓発・普及 

○認知症希望大使など認知症の人の声が発しされる機会の促進 
○認知症の人の場広い居場所づくり、社会参加機会の確保 
○若年性認知症に人等の就労に関する事業主に対する啓発・普及 

○成年後見制度利用促進基本計画を踏まえ総合的な権利擁護支援策
の充実等を検討 

○かかりつけ医や支援センターが必要な医療機関につなげる取組の推進 
○かかりつけ医や支援センターと、疾患医療センター等との連携推進 
○認知症対応力向上のための研修の実施 

    ○認知症介護研究・研修センターの機能強化 
○本人ﾐｰﾃｨﾝｸﾞ、ﾋﾟｱｻﾎﾟｰﾄ等本人や家族に寄添う活動ができる環境整備 

 

○地域包括支援センター、疾患医療センター等の相談体制の整備 
○かかりつけ医や認知症サポート医を活用した地域の相談体制の整備 

 

○地域包括支援センター、疾患医療センター等の相談体制の整備 
○かかりつけ医や認知症サポート医を活用した地域の相談体制の整備 

 

○介護予防に資する取組（通いの場等）の促進 
○地域包括支援センターと医療機関等との連携協力体制の整備 

 

○産官学連携等を進め、画期的な診断・治療等の研究開発の推進 
○研究成果を広く享受できる環境を整備 

 

資料４－２ 


